
－53－

資　　料

I ．はじめに

1978 年アルマ・アタ宣言により，保健医療部門にお

ける Primary Health Care（PHC）を基本戦略とする考

え方の転換がWorld Health Organization（WHO, 1978）

から世界に発信された．健康をすべての人の基本的な

人権として認め，その達成過程に住民の主体的な参加

や自己決定権を保障する理念である．日本においても

少子高齢化や疾病構造の変化が進む中，健やかで心豊

かに生活できる活力ある社会を実現するために，2000

年以降，健康日本 21 や地域包括ケアシステムの推進が

進められてきた．これらの推進には，住民参加による

主体的な取り組みが重要とされている（赤堀他，2000）．

住民参加推進の重要性は高まり，各地域で住民参加に

よる健康増進，介護予防，地域包括ケアシステム構築に

取り組む事例が多数報告されている（福本他，2014；福

富，2015；飯坂他，2018；鏑木，2014；桂他，2016；美留

町，2015；関永，2014）．

また，日本の保健師（婦）は，貧困と不健康という

住民の窮状に対して，「命を守る」を公約とした村長と

ともに住民参加型の活動によって乳児死亡率ゼロや医

療費削減に導いた村（佐々木，2007）を筆頭に，各地

域において活動してきた歴史がある（駒澤，2004）．こ

のとき，保健婦は村人の胸を借りて村人と一緒に考え，

村長，消防団長，住職，自治会，婦人会，青年団など

を取り込み住民と連携して活動を展開した（駒澤，

2004）．保健師は，従前より個人や地域の健康課題の解

決を目指す活動をするグループをつくり，住民自らに

よる解決を支援することにより地域全体の健康増進を

図ってきた（久常，1982；星他，2014）．地方分権時代

の公衆衛生活動が目指すべきものは，住民自治の促進

であり，言い古されてきた「住民参加」であると大木

（2001）は指摘している．つまり，保健師は，住民が健

康的な生活を送れる地域になることを目指して活動を

続けており，今後も主体的な住民参加や自己決定を支

援する身近な存在である．

社会学者の Arnstein（1969）による「Eight rungs on a 

ladder of citizen participation（住民参加の階梯における

8 段階）」は，住民参加の理論として 1960 年代から用

いられており，住民参加の程度を eight rungs（8 段階）

と three degrees（3 つの程度）で説明し，主体的な住民

参加と形式的な住民参加を明確に示した．8 段階は住

民参加の程度と段階が高い順に，① citizen control（市

民による管理・自主管理），② delegated power（権限委

任），③ partnership（パートナーシップ），以上 degrees of 

citizen power（市民権力としての参加），④ placation（懐

柔策），⑤ consultation（相談）， ⑥ informing（情報提供），

以上 degrees of tokenism（形式的参加），⑦ therapy（不満

回避）， ⑧ manipulation（あやつり），以上 nonparticipation

（非参加）である．Degrees of citizen power は能動的で主

体的な住民参加の状態であり，degrees of tokenism と

nonparticipation は，ともに受動的で形式的な住民参加

であり，目指すべき住民参加とは言えない．

保健分野においても，住民参加の階梯における 8 段

階について紹介や引用がなされているが（Dooris et al., 

2011；細谷，2006；宮坂，1983），地域保健活動におけ

る住民参加をこの 8 段階を用いて評価した既存の研究

は少ない（Mchunu，2009；野田他，2011）． 

そこで，本文献検討は，①地域保健活動に関する既

存資料における住民の活動や言動の記述から住民参加
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の段階を判定し，②住民参加の段階別の看護職の関わ

り，③住民参加の段階別の地域保健活動の成果を明ら

かにし，健康増進，QOL 向上に向けた住民参加を促進

する看護職の支援の在り方について検討することを目

的とした．

II ．研究方法

1．文献検索および対象文献選定方法

文献の検索は 2018年 9月 6日に実施した．和文献の検

索には医中誌 web版を用いた．タイトルに「住民参加」，

「住民参画」，「市民参加」，「住民主体」のいずれかを含む

ものとし，看護文献に限定して検索し，重複を除く 149件

が抽出された．英文献の検索には，MEDLINEと CINAHL

を用いた．全フィールドに「community participation」，

「community involvement」，「citizen participation」のいずれ

かを含み，かつ，「community health nursing」，「public health 

nursing」のいずれかを含むものとして検索し，重複を除く

445件が抽出された．さらにハンドサーチにより抽出さ

れた文献 1 件を含めた．抽出された文献のタイトル，要

約から研究目的に適するものを選択し本文を精読し，

分析に必要な情報（「住民参加の段階を判定できる内

容」及び「看護職の関わりまたは地域保健活動の成果

の内容」）の記述のある文献を選択し，和文献 16 件，英

文献 5 件を分析対象とした．

2．分析方法

対象文献で扱われた事例について，Arnstein （1969）

の「住民参加の階梯における 8 段階」を参考に作成し

た住民参加の段階を判定する基準（表 1）に基づき，地

域保健活動の住民参加の段階を判別した．対象文献か

らできるだけ表現を変えずに大意をとらえて地域保健

活動における住民による活動や住民の言動，看護職の

関わり，地域保健活動の成果を抽出し，住民参加の段

階ごとに分類して記述した．

III ．結　果

1．分析対象文献の概要

分析対象は，和文献 16 件（1994～2013 年，全て日本

国内に関する文献）と英文献 5 件（1994～2018 年，ア

メリカ合衆国 3 件，南アフリカ共和国 1 件，アイルラ

ンド 1 件）であった．これらは，内容から，①看護職

が行うグループ支援内容に関する文献，②看護職が何

らかの支援をした地域の自主活動の効果に関する文献，

③住民参加型イベントに関する文献，④住民参加型ア

クションリサーチによる地域づくりに関する文献，⑤

住民参加による政策策定に関する文献，⑥その他（住

民参加そのものに焦点が置かれている，または専門職

側の活動に焦点が置かれている文献）に分類すること

ができた（表 2）．

2．地域保健活動における住民による活動や住民の言動

から判定された住民参加の段階

表 1に基づき対象文献 21件を分類し，表 3に示した．

住民参加の程度が高い degrees of citizen powerは 31事例

中 18事例，住民参加の程度が中程度の degrees of tokenism

は 9 事例，住民参加の程度が低い nonparticipationは 4

事例であった．なお，1 文献中に複数の事例が報告され

ていたものもあるため，文献数より事例数が多くなっ

表 1：住民参加の段階を判定する基準

程　　度 段　階 特　　徴

能動的で
主体的な
住民参加

degrees of 

citizen power

citizen control コミュニティに対する広範囲で最終的な意思決定機能がある．

delegated power
最終意思決定者から委譲された権限と限定された範囲の裁量権があ
り，自らコミュニティ活動を展開する．

partnership
コミュニティの活動のために権限を持った他者（行政など）と話し合い，
合同で意思決定する．互いに情報を提供しあう．

受動的で
形式的な
住民参加

degrees of 

tokenism

placation
コミュニティで会議を実施するが，コミュミニティの意思決定と活
動にはまだつながらない．

consultation
調査や意見聴取などがされるが，コミュニティの意思決定と活動に
つながらない．

informing
すでに意思決定されたことについて情報が提供され，コミュニティ
はただ受け身である．

nonparticipation
therapy 住民のパワーレスの原因を心の問題として捉え専門家が治療する．

manipulation 他者に決められたことに従う．
Arnstein,S.R. (1969). A ladder of citizen participation, Journal of the American Institute Planners, 33(4), 216–224. を改編
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ている．

1）degrees of citizen power（市民権力としての参加） 

住民参加の段階が最も高い citizen control は，1 文献

2 事例で，インディアナ州のヘルシーシティズのアク

ションリサーチのプロセスを通した 2 つの異なる大き

さの市の住民活動（Flynn et al., 1994）であった．多様

な住民から代表者を選定し，代表会議の定期的な開催，

地域課題の解決活動，資金調達，代表者のスキルアッ

プや会議の規定作成，住民自身による情報収集，課題

分析及びその方法の選択，追加の情報収集，外部組織

との協力などがあった．

住民参加の段階が二番目に高い delegated power は 11

文献 11 事例が報告されていた．この段階では，多様な

参加者による定期的な会議や活動，住民自身による情

報の把握・共有，住民自身による活動の方向性の決定

と決定された活動の実施及び継続があった．

住民参加の段階が三番目に高い partnership は 5 文献

5 事例が報告されていた．この段階では，多様な参加

者による定期的または不定期な会議や活動，保健計画

等の策定や保健プロジェクトの開発への住民の関与が

あった．計画策定のために住民は情報を把握し，地域

の課題，目標を共有し，行政と連携していた． 

2）degrees of tokenism （形式的参加）

住民参加の段階が四番目の placation は 2 文献 2 事例

が報告されていた．この段階では，計画策定の委員会

や審議会への代表参加，保健事業でのスピーチ，ダン

ス披露による参加があった．

住民参加の段階が五番目の consultation は 2 文献 2

事例が報告されていた．この段階では，無作為抽出質

問紙調査回答，ミニデイサービス発足活動への参加が

あった．その際，「（看護職が）全部根回ししとった」

と語り，地域活動展開の具体的方法が見いだせない状

態であった．一方で，発足したサービスを利用するこ

とを通して生活を楽しむ，人との交流を広げる，あき

らめていた要介護者の願いをかなえるという語りがあっ

た． 

住民参加の段階が六番目の informing は 4 文献 5 事

例が報告されていた．この段階では，催し物への出席

があった．健康イベントの 1 事例は，客としての参加

（出席）であり，活動の主体ではなかった．

3）nonparticipation （非参加）

住民参加の段階が七番目の therapy は，Arnstein

（1969）によると住民のパワーレスの原因を心の問題と

して捉え専門家が治療することを指す．本検討では，

該当する事例はみられなかった．

住民参加の段階が八番目の manipulation は 4 文献 4

事例が報告されていた．これらのうち 3 事例は，地域

のサービスについて一度も意見を求められたことはな

かった（McDonald et al., 1997），計画策定時に母子保健

推進員等である住民が地域住民対象の調査実施に協力

した（細谷，2006），赤ちゃん大会に子どもとともに参

加することを求められた（Mchunu, 2009）など，看護

職に求められたことに従う状態であった．残りの 1 事

例はまちおこしの事例で，自治意識が強く住民間の連

携がない活動を行っていた（林他，2003）．

3．住民参加の段階別の看護職の関わり

1）degrees of citizen power （市民権力としての参加）

住民参加の段階が最も高い citizen control では，看護

職のアクションリサーチ研究者が関わっていた．研究

者は，地域の情報収集方法の選択肢提供，情報分析結

果の提供などのサポートを行っていた．

住民参加の段階が二番目の delegated power では，看

護職は会議に参加する（大川他，2004；大湾 他，2004；

佐久川他，2005）が，それ以上の関わりの記述がみら

れない事例と，関係者との連絡連携，場所・予算の確

保を行い，初期には住民と一緒に考える支援であった

のが，徐々にグループ自主化への支援，ネットワーク

表 2：分析対象の文献一覧

文献の内容 著　者（発行年）

①看護職が行うグループ支援内容に関する文献
藤井（2000），林ら（2003），野津ら（2013），
武田ら（2002），横井ら（2009）

② 看護職が何らかの支援をした地域の自主活動の効果
に関する文献

布花原（2005），百瀬ら（2001），保田（2011）

③住民参加型イベントに関する文献 内藤ら（2007）
④ 住民参加型アクションリサーチによる地域づくりに
関する文献

Flynnら（1994）， Kulbokら（2012），野田ら（2011），
大湾ら（2004），佐久川ら（2004），佐久川ら（2005）

⑤住民参加による政策策定に関する文献 細谷（2006），工藤ら（2005），須崎ら（1994）
⑥ その他（住民参加そのものに焦点が置かれている，
または専門職側の活動に焦点が置かれている文献）

Evans-Agnew（2018），McDonaldら（1997），
 Mchunu （2009）
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す
．
自
分
た
ち
で
運
営
す
る
．

助
け
あ
う
．
自
分
た
ち
の
ニ
ー
ド
を
把
握
し
，
専
門

職
の
助
け
を
伴
い
活
動
す
る
．

会
議
へ
の
参
加
．
関
係
者
と
の
連
絡
連
携
，

場
所
・
予
算
の
確
保
，
徐
々
に
保
健
師
の
役

割
変
化
（
住
民
と
と
も
に
考
え
る
．
住
民
の

力
を
見
極
め
て
支
援
す
る
．
意
見
を
引
き
出

す
工
夫
．
活
動
に
対
す
る
提
案
⇒
グ
ル
ー
プ

自
主
化
へ
の
支
援
，
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
化
の
支

援
⇒
と
き
ど
き
様
子
を
見
る
），

 地
域
診
断
．

健
康
相
談
．
健
康
づ
く
り
活
動

住
民
ニ
ー
ズ
が
反
映
さ
れ
た
サ
ー
ビ
ス
創
出

（
移
送
サ
ー
ビ
ス
，
ミ
ニ
デ
イ
サ
ー
ビ
ス
，

交
流
ひ
ろ
ば
，
診
療
所
）．
高
齢
者
の
閉
じ

こ
も
り
予
防
．
社
会
関
係
の
拡
大
．
主
観
的

な
健
康
感
や
認
知
機
能
，
身
体
運
動
機
能
，

社
会
的
機
能
の
向
上
．
生
活
リ
ズ
ム
の
正
常

化
．
健
康
づ
く
り
普
及
活
動
の
増
加
．
介
護

手
当
受
給
者
数
の
減
少
．
組
織
の
ネ
ッ
ト

ワ
ー
ク
化
．
自
主
グ
ル
ー
プ
発
足
．
自
分
た

ち
で
作
り
上
げ
た
と
い
う
思
い
．
持
続
可
能

な
活
動
展
開
．
自
助
・
共
助
の
関
係
．

p
a
rt

n
er

sh
ip

須
崎（

1
9
9
4
），
細
谷（

2
0
0
6
），

野
田
（

2
0
1
1
），

K
u

lb
o
k

（
2
0
1
2
），

E
v
a
n

s-
A

g
n

ew

（
2
0
1
8
）

5
文
献

5
事
例

多
様
な
参
加
者
に
よ
る
定
期
ま
た
は
不
定
期
な
会
議

や
活
動
．
保
健
計
画
等
の
策
定
や
保
健
プ
ロ
ジ
ェ
ク

ト
の
開
発
へ
の
住
民
の
関
与
．
地
域
の
情
報
の
把
握
，

地
域
の
課
題
，
目
標
の
共
有
，
分
析
，
評
価
．
会
議

の
グ
ラ
ン
ド
ル
ー
ル
設
定
．
活
動
の
意
義
を
理
解
し

て
い
る
．
活
動
の
中
で
意
識
が
社
会
環
境
に
向
か
う
．

行
政
と
連
携
す
る
．

情
報
提
供
（

G
IS
マ
ッ
ピ
ン
グ
等
地
域
の
状

況
を
理
解
す
る
た
め
の
資
料
作
成
・
報
告
）．

会
議
の
フ
ァ
シ
リ
テ
ー
ト
．
会
議
の
趣
旨
を

繰
り
返
し
説
明
．
出
席
し
や
す
く
な
る
支

援
．
会
議
欠
席
者
へ
の
連
絡
会
議
．
思
い
を

主
張
で
き
る
よ
う
に
励
ま
す
．
住
民
へ
の
感

謝
の
意
を
伝
え
，
ね
ぎ
ら
う
．
場
所
・
予
算

の
確
保
．
住
民
同
士
や
関
係
者
と
の
連
携
支

援
（
住
民
と
の
交
流
．
仲
間
づ
く
り
の
支
援
．

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
化
支
援
）．
人
材
育
成
．

保
健
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
開
発
・
改
良
．
事
業
に

活
用
で
き
る
パ
ン
フ
レ
ッ
ト
．
計
画
策
定
．

住
民
ニ
ー
ズ
が
反
映
さ
れ
た
計
画
．
出
来
上

が
っ
た
計
画
に
対
す
る
オ
ー
ナ
ー
シ
ッ
プ
感
．

住
民
の
思
い
を
保
健
師
・
行
政
が
把
握
．

表
3
：
地
域
保
健
活
動
の
成
果
に
向
け
た
住
民
参
加
の
段
階
別
の
保
健
師
の
関
わ
り
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住
民
参
加
の
程
度

住
民
参
加

の
段
階

文
献
筆
頭
著
者
（
発
行
年

) 
文
献
数

事
例
数

住
民
に
よ
る
活
動
や
住
民
の
言
動

看
護
職
の
関
わ
り

地
域
保
健
活
動
の
成
果

受 動 的 で 形 式 的 な 住 民 参 加

d
eg

re
es

 o
f

to
k
en

is
m

p
la

ca
ti

o
n
細
谷
（

2
0
0
6
），

M
ch

u
n

u

（
2
0
0
9
） 

2
文
献

2
事
例

計
画
策
定
の
委
員
会
・
審
議
会
へ
の
代
表
出
席
．
保

健
事
業
で
の
ス
ピ
ー
チ
，
ダ
ン
ス
披
露
．

保
健
事
業
の
時
に
ダ
ン
ス
や
ス
ピ
ー
チ
を
依

頼
す
る
．
審
議
会
出
席
の
依
頼
．

保
健
計
画
策
定
，
保
健
事
業
の
実
施

co
n

su
lt

a
ti

o
n
布
花
原
（

2
0
0
5
），
細
谷

（
2
0
0
6
） 

2
文
献

2
事
例

無
作
為
抽
出
質
問
紙
調
査
回
答
．
ミ
ニ
デ
イ
発
足
活

動
へ
の
参
加
．
要
望
，
意
見
を
述
べ
る
．「
（
看
護
職

が
）
全
部
根
回
し
し
と
っ
た
」．
地
域
活
動
展
開
の
具

体
的
方
法
が
見
い
だ
せ
な
い
．
発
足
し
た
サ
ー
ビ
ス

を
利
用
す
る
こ
と
を
通
し
て
生
活
を
楽
し
む
，
人
と

の
交
流
を
広
げ
る
，
あ
き
ら
め
て
い
た
要
介
護
者
の

願
い
を
か
な
え
る
．

無
作
為
抽
出
各
世
代
質
問
紙
調
査
実
施
．
住

民
の
意
見
聴
取
．
住
民
と
活
動
を
と
も
に
す

る
．
保
健
師
は
家
族
介
護
者
の
日
頃
困
っ
て

い
る
こ
と
を
聞
く
会
の
開
催
．
活
動
の
条
件

整
備
．

保
健
計
画
策
定
，
ミ
ニ
デ
イ
サ
ー
ビ
ス
発
足
．

地
域
の
介
護
問
題
に
関
心
を
持
つ
．

in
fo

rm
in

g

細
谷（

2
0
0
6
），
工
藤（

2
0
0
5
），

内
藤
（

2
0
0
7
），

M
ch

u
n

u

（
2
0
0
9
） 

4
文
献

5
事
例

催
し
物
へ
の
出
席
（
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
．
健
康
イ
ベ
ン
ト
）

策
定
し
た
計
画
の
周
知
（
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
，

ダ
イ
ジ
ェ
ス
ト
版
配
布
，
マ
ス
メ
デ
ィ
ア
活

用
．
マ
ー
ク
入
り
グ
ッ
ズ
） 
，
イ
ベ
ン
ト
開

催
．
保
健
計
画
作
成
後
に
実
施
を
知
ら
せ

る
．
保
健
計
画
の
遂
行
．

計
画
策
定
後
の
周
知
，
健
康
イ
ベ
ン
ト
開
催
，

保
健
事
業
の
実
施
，
参
加
し
て
よ
か
っ
た
と

い
う
感
想

n
o
n

p
a
rt

ic
ip

a
ti

o
n

th
er

a
p

y
該
当
な
し

該
当

な
し

該
当
な
し

該
当
な
し

該
当
な
し

m
a
n
ip

u
la

ti
o
n

M
cD

o
n

a
ld
（

1
9
9
7
），
林

（
2
0
0
3
），
細
谷
（

2
0
0
6
），

M
ch

u
n

u
(2

0
0
9
) 

 

4
文
献

4
事
例

地
域
の
サ
ー
ビ
ス
に
つ
い
て
の
意
見
を
求
め
ら
れ
た
こ

と
が
な
い
．
そ
れ
ぞ
れ
が
孤
立
し
て
活
動
．
母
子
保
健

推
進
員
等
に
よ
る
住
民
調
査
実
施
協
力
．
赤
ち
ゃ
ん
大

会
に
子
ど
も
と
と
も
に
参
加
す
る
．
自
治
意
識
が
強
く

住
民
間
の
連
携
が
な
い
地
域
お
こ
し
活
動
．

行
政
の
都
合
の
い
い
人
だ
け
で
な
い
人
を
加

え
る
と
い
う
計
画
策
定
時
の
ル
ー
ル
に
あ
わ

せ
た
一
般
公
募
．
計
画
案
の
審
議
．
ニ
ー
ズ

調
査
と
そ
の
準
備
．
赤
ち
ゃ
ん
大
会
に
赤

ち
ゃ
ん
を
連
れ
て
く
る
よ
う
に
依
頼
す
る
．

計
画
策
定
，
健
康
イ
ベ
ン
ト
，
ま
ち
お
こ
し

イ
ベ
ン
ト
開
催
，（
活
動
の
停
滞
）
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化の支援（藤井，2000；武田 他，2002）といったグルー

プの発達段階（蔭山，2003）に応じた関わりが変化す

る事例があった．その他の専門職としての関わりには，

地域診断や健康相談，健康づくり活動等がみられた．

アクションリサーチ（大川他，2004；大湾他，2004；

佐久川他，2005）では研究者の関わりがあった．

住民参加の段階が三番目の partnership では，看護職

は情報提供，会議のファシリテート，会議の趣旨を繰

り返し説明，出席しやすくなる支援，思いを主張でき

るように励ます，感謝の意を伝え，ねぎらう，住民同

士や関係者との連携支援がみられた．

2）degrees of tokenism（形式的参加）

住民参加の段階が四番目の placation では，看護職は

計画審議会や保健事業への参加を住民に依頼していた．

住民参加の段階が五番目の consultation では，看護職

は家族介護者会の開催，住民への質問紙調査の実施，

活動の条件整備を行っていた． 

住民参加の段階が六番目の informing では，すでに決

まった計画を住民に周知していた．周知にはシンポジ

ウム，計画のダイジェスト版配布やマスメディア，グッ

ズ等，工夫を凝らしていた．

3）nonparticipation（非参加）

住民参加の段階が七番目の therapy に該当する事例

はなかった．

住民参加の段階が八番目の manipulation では，計画

策定時のルールにあわせた一般公募，計画案の審議，

ニーズ調査とその準備，赤ちゃん大会に赤ちゃんを連

れてくるように依頼する等をしていた．

4．住民参加の段階別の地域保健活動の成果

1）degrees of citizen power （市民権力としての参加）

Citizen control，delegated power の事例では，単に住

民参加によって新しい活動が行われたということにと

どまらず住民参加による活動の地域住民の健康への影

響を評価していた．住民参加の段階が最も高い citizen 

control では，生活困窮者の救護所と健康フェア，10 代

の妊娠へのサポートプログラム，幼児予防接種，犯罪

防止など重大な地域の課題が反映されたサービスを創

出した．10 代の妊娠サポートプログラムは 10 代の妊

娠を減少させ，重大な問題を特定，解決することによっ

て QOL を改善させた．政策決定過程への参加と資源

分配方法の変更により貧困や 10 代の母親とその子ど

も，幼児の健康などへの公平と社会正義を獲得した．

住民代表は政策的影響力を持ち，参加した住民リー

ダーの力量開発もあった．

住民参加の段階が二番目に高い delegated powerでは，

移送サービス，ミニデイサービス，交流広場，診療所

など住民ニーズが反映されたサービスが創出された．活

動の結果，高齢者の閉じこもり予防や社会関係の拡大，

主観的な健康感や認知機能，身体機能の維持向上，健

康づくり普及活動の増加，介護手当受給者数の減少が

みられた．その活動は持続可能な活動展開となり，住

民が自分たちで作り上げたという思いを獲得した．

住民参加の段階が三番目に高い partnership では，住

民と行政，研究者が協力して保健プロジェクトの開発

や改良，住民ニーズが反映された計画がされ，住民は

出来上がった計画に対して自分たちの計画というオー

ナーシップ感を持つことができ，看護職・行政側は住

民の思いを把握することができた．

2）degrees of tokenism （形式的参加）

住民参加の段階が四番目の placationでは，partnership

の段階と同様に保健計画や保健事業の実施をしていたが，

住民の意見の反映がされず，健康・福祉の向上は明確で

はなかった．

住民参加の段階が五番目の consultation では，当事者

や住民が参加してミニデイサービスの発足や保健計画

の策定をした．ミニデイサービス発足に関わった家族

介護者は，地域の介護問題に関心を持つようになった．

住民参加の段階が六番目の informing では，保健計画

策定後の周知や健康イベントが実施された．細谷

（2006）の報告では成果がなかった取り組みとして記述

されており，工藤ら（2005）も小規模の市町村の負担

を考慮して「初めから目標とするパートナーシップか

ら入らず」，住民参加の段階の一番下の段階の住民参加

を重視したと述べていた．健康イベントでは参加した

住民に質問紙調査を行い，「参加してよかった」等の意

見がみられた（内藤他，2007）．

3）nonparticipation 

住民参加の段階が八番目の manipulation では，計画

策定，健康イベント，まちおこしイベント開催があっ

た．町おこしによって一時的に地域は活性化されたが，

その後は活動が停滞した．

IV．考　察

1．地域保健活動における住民参加の段階

分析対象文献における住民参加の段階は，Arnstein

（1969）の住民参加の 8 段階のうち 7 段階に分類できた．

分析結果は，31 事例のうち 6 割が住民参加の程度が高

い degrees of citizen power であり，残りは住民参加が中

程度の degrees of tokenism または程度の低い nonpartici-

pation であった．

住民参加の程度が高い時，住民は会議，ディスカッ

ションを通して地域の課題を検討する．しかし「市区
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町村の政策形成における住民参加方策に関するアン

ケート調査」（2012 年，実施機関＝（財）地方自治研

究機構，調査対象＝全国の市区町村，n=635）によると，

用いられている住民参加手法は「策定した計画の公表」

（81.7%）が最も多く，「無作為抽出された住民による討

議や計画案の検討」（4.4%）や「住民討論会，ワーク

ショップの開催」（26.4%）といった手法を用いる地方

自治体は半数にも満たない状況（財団法人 地方自治研

究機構，2013）にあった．実際の住民参加では高い段

階の住民参加は少なく，本文献検討の結果とは異なる

と推測する．

2．住民参加の段階による看護職の関わり

看護職は住民参加の段階が高くなるほど住民の力を

見極めて引き出す，または見守る形に徐々に変化し，一

見すると控えめな形での関わりとなっていた．このこ

とはグループ自主化のための理論 disengagement（蔭山，

2003）と類似する．Disengagement は，計画的で目的の

ある積極的な介入から，徐々に介入の程度を減らし，グ

ループの相談役や主体的な活動を見守る関係である（蔭

山，2003）．住民参加の段階が高くなると，住民が問題

を考え，決定し，地域に対する責任を果たす活動をし，

社会の状況を変化させるための主体的な活動力とネッ

トワークをもつようになる（Flynn et al., 1994）ため，看

護職の役割は住民が問題を理解するためのサポートへ

と変化する．

一方，住民参加の段階が低い時，看護職は，積極的

に介入するが，住民参加の段階が高い事例のような成

果はみられず，住民組織は外部組織との協力やネット

ワーク構築がなかった．そのため，住民が行政や他の

組織と協働する意識を育てる支援が必要である（林他，

2003）．

住民参加によって専門職の知識と住民の持っている

文化的な情報，知恵（水馬他，2008）を持ち寄り，互い

に受け取ることで専門職だけで考えた地域ニーズや課

題解決方法，目標よりも地域に適合したものとなる（岩

永他，1993；McDonald et al., 1997；Powell et al., 2010）．

このように，住民と専門職・行政は互いに情報を提供

しあうことで，情報の不足を補い合い，地域のニーズ

の確認や地域における実行可能性を多様な視点から考

えることができ，よりよい意思決定につながる．

3．住民参加の段階による地域保健活動の成果

住民参加の段階が高い時，住民は自らのニーズを反

映した地域ケアサービスや保健計画等を創出し，立案

された計画を自分たちの計画として受け止めることが

できていた（細谷，2006；須崎他，1994）．このことは，

Savage ら（2006）が，「保健事業が計画される段階から

住民が意見を発信することで，専門機関・専門職には

見いだせなかった文化的・地理的な情報が提供され，計

画が修正されて，よりコミュニティの実情に合った事業

となり，住民は事業に対するオーナーシップを得る」と

述べていることや，麻原ら（2003）が「住民は自己決定

により統御感や，自分のものだという所有感（ownership）

を持つ」と述べていることと一致する．

また，consultation に該当したミニデイサービスの発

足に関わった家族介護者は，地域の介護問題に関心を

持つようになっており，社会的環境に働きかける社会

的変革機能（岡，1988）の促進がみられた．住民参加

の段階としては低かったが，この段階は準備段階とい

う見方もでき，このグループはさらに発展し，住民参

加の段階も上昇する可能性がある．

今回の結果には，個人の関心の高まり，コミュニティ

内の意思決定システムの存在，リーダーシップの育成，

コミュニティの問題の解決とそれに伴う地域資源の存

在，住民や関係機関のネットワーク，ソーシャルサポー

ト，政策への影響やその変化などが含まれ，それらは

コミュニティ・エンパワメントのアウトカムである（麻

原他，2003）．したがって，住民参加の段階が高い時，

コミュニティ・エンパワメントが促進された状態とい

える．

住民参加による地域保健活動の成果として，地域の

健康状態の変化を評価した事例（Flynn, et al., 1994；百

瀬他，2001；武田他，2002；保田他，2011；横井他，

2009）は少なかった．看護職は住民参加の段階を意識

した支援を実施するとともに，評価をして住民参加の

真の価値の理解を深めることが今後の課題であると考

える．

V．結　論

1．住民参加には段階及び程度があり，能動的で主体的

な参加と受動的で形式的な参加がある．

2．住民参加の段階が高い時，住民は定期的な活動を継

続する中で，地域の情報を把握し，住民が持ってい

る情報，資源を活用して，健康課題の解決方法を見

出し，成果のある活動を実施する．さらに活動を持

続するための方法を決定する．

3．住民参加の段階が高い時，住民のニーズに合った

オーナーシップを感じられるサービスが創出され，地

域保健活動の成果は高まる．

4．住民参加の段階が高い時，看護職は，住民自身が地

域課題を理解し，他の組織と協働してよりよい意思

決定を導く支援をしている．
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